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（第三面） 
(3)管理業務の内容及び実施方法・管理業務の一部の再委託に関する事項 

実施箇所等 内容・頻度等 乙 委託 委託先 

点
検
・
清
掃
等 

玄関・廊下・階段 外観点検 ○回/年 清掃･･･ ■ □  

駐輪場・駐車場 外観点検 ○回/年 清掃･･･ ■ □  
駐車場・自転車置場 外観点検 ○回/年 清掃･･･ ■ □  
ゴミ集積所 外観点検 ○回/年 清掃･･･ ■ □  
照明器具 外観点検 ○回/年 清掃･･･ ■ □  
自動火災報知器 法定点検 ○回/年 □ ■ ○○○○ 
消火設備 法定点検 ○回/年 □ ■ ○○○○ 
防災設備 外観点検 ○回/年 □ ■ ○○○○ 

修
繕
等 

見積り・手配 修繕工事の見積り・手配 
■ □  

家
賃
等
の
徴
収
等 

家賃等の徴収 借主からの家賃等の徴収、引渡し  ■  □  
未収金の督促 未収金リストの作成 

滞納者に対し督促状による督促 
□ ■ ○○○○ 

管理費用の支払代行 甲が負担する共用部分に係る管理
費用の支払代行 

 ■  □  

敷金の管理 預かり金（債務）として分別管理  ■  □  
敷金等の精算事務 精算書作成、残余金の返還等  ■  □  
更新料の収納 更新料の請求及び督促  ■  □  
報告事務 月次報告書の作成及び報告  ■  □  

そ
の
他 

入居者管理事務 入・退居立会い・室内点検等 
入居者からの建物・設備の苦情等
への対応 
入居者や近隣住民からの苦情対応 
入居者の退去手続き対応等 
入居募集対応（契約締結業務） 
空室管理（定期的な巡回、換気） 

□ ■ ○○○○ 

特約業務   ■  □  
※実施箇所等の例：点検・清掃（玄関、廊下、階段、駐輪場、駐車場、屋根、外壁、植栽、フェンス、

掲示板、駐車場、自転車置場、ゴミ集積所、水道、外灯、照明器具、受水槽、配水管、テ
レビ共聴設備、自動火災報知器、消火設備、防災設備、防犯設備）、修繕等（見積り・手
配等）、その他（入居者からの苦情や問い合わせへの対応等） 

※内容の例：法定点検、定期巡回点検、緊急時巡回点検、修繕、修繕業者への発注、設備の管理、清掃
（清掃作業の具体的内容）等 
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（第二面） 

 
(2)管理業務の対象となる賃貸住宅 

建物の 
名称・ 
所在地等 

名 称 ○○ハウス 
所在地 ○○県○○市○○○―○―○ 

構造等 軽量鉄骨造 ２階建 ６戸 

面 積 
敷 地 面 積 
建 築 面 積 
延 べ 面 積 

   ○○○.○㎡ 
    ○○○.○㎡ 
   ○○○.○㎡ 

住戸部分  別紙「住戸明細表」に記載の通り 
その他の部分  廊下、階段、エントランス 

建物設備 

 ガ    ス 
 上 水 道 
 下 水 道 
 共聴アンテナ 

 都市ガス 
水道本管より直結 

 公共下水 
 BS 

附属施設等  駐 車 場 
 自転車置場 

 有（本契約の対象に含む） 
 有（本契約の対象に含む） 
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管理受託契約 重要事項説明書 ＜記載例＞ 
（第一面） 

 
令和○年○月○日 

 
○○ ○○ 殿（甲） 
 
 
 第一面に記載した賃貸住宅の管理受託契約の内容等について、賃貸住宅の管理業務の適正化に
関する法律第13条の規定に基づき、次のとおり説明します。 

 
この書面には、管理受託契約を締結する上での留意点が記載されています。あら

かじめよくお読みいただき、ご不明な点はご確認ください。 
 
(1)管理受託契約を締結する賃貸住宅管理業者の商号等 

賃貸住宅管理業者 
（乙） 

商号（名称）  ○○株式会社 
代表者  代表取締役 ○○ ○○        
住所  ○○県○○市○○○―○―○ 
連絡先  電話番号○○―○○○○―○○○○ 
登録年月日  令和○年○月○日 
登録番号 賃貸住宅管理業者登録番号（ ）第     号 

  

説明をする者 

氏名  ○○ ○○ 
事務所住所  ○○県○○市○○○―○―○       
連絡先  電話番号○○―○○○○―○○○○ 
資格 賃貸不動産経営管理士 登録番号（     ） 

  

業務管理者 

氏名  ○○ ○○ 
事務所住所  ○○県○○市○○○―○―○ 
連絡先  電話番号○○―○○○○―○○○○ 
証明番号又は
登録番号 

（１）０１２３４５６ 

 
※1「証明番号又は登録番号」欄については、法施行規則第14条第1号に該当する者については登録
証明事業による証明番号を記入し、括弧内に登録証明事業の登録番号（※2）を記入すること。同
条第2号に該当する者については宅地建物取引士証の登録番号を記入し、括弧内に登録を受けた都
道府県名等を記入すること。 

※2令和２年度までの賃貸不動産経営管理士試験に合格し賃貸不動産経営管理士証の交付を受けた者
が移行講習を修了した場合、括弧内の記載及び隣接する箇所に交付済みの移行講習修了証番号を
記載すること。 




















